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「もりやま障害福祉プラン 2027」数値目標の設定に向けて 

１ 本市の状況 

（１）人口の推移 

本市の人口は増加傾向にあり、令和７年度末には 86,049 人となっています。また、年齢３区

分について年少人口でみると、令和７年度末は令和３年度末と比べて、7.6％の減少となってお

りますが、生産年齢人口と老年人口は増加傾向にあります。 

【総人口の推移（年齢３区分）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

（２）世帯数の推移 

１世帯当たりの世帯人員は令和５年度以降、横ばいで推移するなか、世帯数の推移をみると、

人口の増加とともに増加傾向にあります。 

【世帯数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

資料２ 
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２ 障害のある人の状況 

（１）障害のある人の状況 

障害のある人の数の推移を手帳所持者数でみると、身体障害者手帳の所持者数は、令和３年度

から令和６年度にかけて減少傾向にありましたが、令和７年度にはやや増加しています。一方、

療育手帳および精神障害者保健福祉手帳の所持者数は一貫して増加しています。令和７年度末の

合計所持者数は 4,158 人（重複含む）となっています。 

【障害者手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

 

【障害者手帳所持者数の構成比の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在）  
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（２）身体障害のある人の状況 

① 年齢別の推移 

年齢別に身体障害者手帳所持者数の推移をみると、18歳未満では減少傾向で推移しています。

18 歳以上では令和６年度末まで減少傾向にあったものの、令和７年度は増加しています。 

【年齢別身体障害者手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

② 等級別の推移 

等級別の身体障害者手帳所持者数の推移は、令和３年度以降「１級」の割合が最も高くなって

おり、次いで「４級」となっています。令和７年度末の「１級」と「２級」をあわせた「重度」

の割合は全体の 44.9％（1,057 人）となっており、身体障害者手帳所持者数の約半数となってい

ます。 

【等級別身体障害者手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（各年度末現在） 
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【等級別身体障害者手帳所持者数の構成比の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

③ 障害の種類別の推移 

障害の種類別に身体障害者手帳所持者数の推移をみると、各年度ともに「肢体不自由」が最も

多くなっており、次いで「内部障害」となっています。 

【障害の種類別身体障害者手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

【身体障害者手帳所持者数（障害の等級別）の状況】 

 

 

 

 

（令和７年度末現在） 
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（３）知的障害のある人の状況 

① 年齢別の推移 

療育手帳所持者数の推移をみると、令和３年度末は令和７年度末と比べて、17.6％の増加とな

っています。年齢別の推移でみると、18 歳未満、18 歳以上ともに全体的に増加傾向となってい

ます。 

【年齢別療育手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

② 等級別の推移 

等級別の推移は増加傾向となっています。 

【等級別療育手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 
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【等級別療育手帳所持者数の構成比の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

 

【等級別年齢別療育手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

（４）精神障害のある人の状況 

① 年齢別の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移をみると、令和７年度末は令和３年度末と比べて、

36.3％の増加となっています。年齢別の推移でみると、18 歳未満、18 歳以上ともに増加傾向に

あります。 

【年齢別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 
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② 等級別の推移 

精神障害者保健福祉手帳の等級別の推移をみると、「１級」は横ばいで推移している一方で、

「２級」「３級」はともに増加傾向にあり、令和７年度末では「２級」が 513 人と最も多くなっ

ています。 

【等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

【等級別精神障害者保健福祉手帳所持者数の構成比の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 
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③ 自立支援医療（精神障害者通院医療費公費負担）受給者数の推移 

自立支援医療（精神障害者通院医療費公費負担）受給者数は増加傾向で推移しており、令和７

年度末では 1,575 人となっています。 

【自立支援医療（精神障害者通院医療費公費負担）受給者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在） 

 

（５）難病患者の状況 

本市の難病患者の状況は増加傾向が続いており、令和７年度末時点では特定医療費（指定難病）

受給者証交付者は 725 人、小児慢性特定疾病医療受給者証交付者は 123 人となっています。 

【特定医療費（指定難病）・小児慢性特定疾病医療受給者証交付の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末現在）  
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（６）障害のある人の雇用状況 

障害のある人の雇用の状況は以下のとおりです。 

 

【障害のある人の雇用状況（滋賀県内）】 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度６月１日現在） 

 

（７）障害のある子どもの就園・就学状況 

本市の特別支援学級、特別支援学校、児童発達支援事業「あゆっこ教室」等の状況は以下のと

おりです。 

【特別支援学級の状況】 

 

 

 

 

（令和８年５月１日現在） 

 

【言語・発達障害通級指導教室の状況】 

 

 

 

 

（令和８年５月１日現在） 

  

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

単位：設置校数（校）／学級数（級）児童・生徒数（人）

区分 設置校数 学級数 児童・生徒数

小学校 9（9） 46（50） 200（271）

中学校 4（4） 22（22） 118（103）

合計 13（13） 68（72） 318（374）

単位：設置校数（校）／児童・生徒数（人）

区分 設置校数 児童・生徒数

小学校 7（5） 104（107）

中学校 3（2） 41（46）

合計 10（7） 145（153）

令和５年度 令和６年度 令和７年度

944 1036 1074

法定常用労働者数（人） 148,128 153,505 158,837

雇用障害者数（人） 3725 4090 4240

実雇用率（％） 2.52 2.66 2.67

559 560 583

385 476 491

40.8 45.9 45.7雇用未達成割合（％）

区分

企業数（社）

雇用状況

法定雇用率達成企業の数（社）

雇用未達成企業数（社）
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【特別支援学校在籍数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和８年５月１日現在） 

 

【保育園における特別支援加配＊対象児の在籍数】 

 

 

 

 

（令和８年４月１日現在） 

 

【幼稚園における特別支援加配対象児の在籍数】 

 

 

 

 

（令和８年４月１日現在） 

 

【こども園（短時部）における特別支援加配対象児の在籍数】 

 

 

 

 

（令和８年４月１日現在） 

  

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

単位：人

幼稚部 小学部 中学部 高等部 合計

盲学校 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0）
聾話学校 0（0） 0（0） 1（2） 2（1） 3（4）

鳥居本養護学校 0（0） 0（0） 0（0） 0

守山養護学校 0（0） 1（0） 1（0）
野洲養護学校 51（47） 28（35） 51（31） 130（113）
三雲養護学校 4（0） 4（0）

三雲養護学校石部分教室 2（0） 2（4）
北大津高等養護学校 4（0） 4（5）
長浜北星高等養護学校 1（0） 1（1）

甲南高等養護学校 3（0） 3（1）
愛知高等養護学校 1（0） 1（3）

滋賀大学附属特別支援学校 0（-） 1（-） 0（-） 1（-）

合計 0（1） 51（47） 31（37） 68（46） 150（131）

区分 ０～２歳児 ３歳児 ４歳児 5歳児 総数
在席児童数 458（374） 258（245） 237（240） 243（238） 1196（1097）

在籍加配対象児数 1（1） 15（11） 11（13） 8（10） 35（35）
加配保育士数 1（1） （6） （7） （2） 16（19）

単位：人

区分 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

在籍児童数 140（178） 151（204） 135（222） 426（604）
在籍加配対象児数 14（21） 23（21） 19（22） 56（64）
加配保育士数 7（9） 10（11） 8（9） 25（29）

単位：人

区分 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

在籍児童数 99（129） 101（126） 137（118） 337（373）
在籍加配対象児数 4（9） 6（10） 9（12） 19（31）
加配保育士数 2（5） 4（4） 2（4） 8（13）
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【こども園（長時部）における特別支援加配対象児の在籍数】 

 

  

 

 

 

 

（令和８年４月１日現在） 

 

【児童発達支援事業「あゆっ子教室」通園児の状況】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

（令和８年６月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  単位：人 

年齢区分 合計 

5 歳児 8(9) 

4 歳児 19(12) 

3 歳児 12(14) 

2 歳児 4(6) 

1 歳児 0(0) 

合計 43(41) 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

※（ ）内は障害福祉プラン 2024 策定時（令和５年）の数値 

単位：人

区分 ０～２歳児 ３歳児 ４歳児 5歳児 総数

在籍児童数 283（259） 254（234） 254（223） 223（249） 1014（965）
在籍加配対象児数 2（0） 5（16） 14（10） 11（16） 35（42）
加配保育士数 2（0） （10） （3） （7） 17（20）

15（３～５歳児合わせた加配保育士数） 
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３ 国の基本指針に基づく数値目標等の設定 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

国の 

基本指針 

●地域移行者数：令和７年度末施設入所者の６％以上（県の考え方は●％以上） 

●施設入所者数：令和７年度末の５％以上削減（県の成果目標は●●） 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

施設入所者の地域生活への

移行者数（人） 

令和７年度末施設入所者の 

６％以上 
０人 人 

施設入所者数 令和７年度末の－５％以上 32 人 人 

 

施設入所者の地域生活への移行者数については、令和７年度末時点では０人となっているため、

国の指針を念頭に置きつつ、実態に則した一定の数値として目標値を算出します。 

施設入所者数の削減については、令和７年度末時点の施設入所者数は 32 人となっていますが、

施設入所希望者の状況や、重度の方の受け皿としての施設のニーズを踏まえ、目標値を設定します。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

国の 

基本指針 

●精神障害者の精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数

（319.3 日以上） 

●精神病床における１年以上入院患者数 

●再入院率：退院後 90日時点 10.3%以下、退院後 180 日時点 17.4%以下、退院

後 365 日時点：25.7%以下 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

協議の場の開催回数 
保健・医療・福祉関係者による

協議の場の開催 
２回  

 

精神障害のある人や精神保健に課題を抱える人及びその家族が、地域の一員として安心して自分

らしく生活できるよう、保健、医療、福祉、住まい、就労その他の適切な支援が包括的に確保され

た体制を整備するために、湖南福祉圏域にて協議の場を設置しています。 

引き続き、地域ケア会議を活用し、保健・医療・福祉関係者による協議を推進します。 
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（３）福祉施設から一般就労への移行等 

国の 

基本指針 

●就労移行支援事業利用者からの移行者数：令和６年度の 1.14 倍以上 

●就労定着支援事業の利用者数：令和６年度末実績の 1.47 倍以上 

●就労定着支援事業利用終了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支

援事業所の割合：２割５分以上 

●協議会設置圏域ごとに就労選択支援事業所を設置 等 

 

項目 目標値の考え方 
令和６年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

就労移行支援事業の利用者か

らの移行者数（人） 
令和６年度の 1.14 倍以上 ５人  

就労定着支援事業の利用者数

（人） 
令和６年度末実績の 1.47 倍以上 ５人  

就労定着支援事業利用終了後一定

期間の就労定着率（％） 

就労定着率が７割以上の事業所

の割合が２割５分以上 
―  

就労選択支援事業所を設置 協議会設置圏域ごとに 1か所 ―  

 

福祉施設から一般就労への移行では、本人の希望や適性を丁寧に把握し、就労移行支援、就労継

続支援 A型・B型等を活用しながら、一般就労に向けた準備を段階的に進めることが重要です。 

また、就労選択支援等の活用により本人の能力や適性、就労に関する希望を整理し、本人に合った

働き方や就労先との適切なマッチングにつなげます。 

 就職後も、就労定着支援等を活用し、本人・企業・支援機関が連携して、職場定着や合理的配慮

の調整を継続的に支援します。 

国の基本指針では、令和 11 年度末における成果目標として、就労移行支援事業利用者からの一

般就労への移行促進、就労定着支援事業の利用促進、就労定着支援事業利用終了後の職場定着の推

進、協議会設置圏域ごとの就労選択支援事業所の設置等が示されています。 

これを踏まえ、本市では、令和６年度の実績値を基礎に、国の指針に基づく算定を行うとともに、

市内の就労系サービスの利用状況や事業所の実態を勘案し、令和11年度末の目標値を設定します。 
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（４）障害児支援の提供体制の整備等 

国の 

基本指針 

●児童発達支援センターに 4つの中核的機能を確保 

（一）幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能 

（二）地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能  

（三）地域のインクルージョン推進の中核としての機能 

（四）地域の障害児の発達支援の入り口としての相談機能 

●重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所等を各市町村又は圏域に１か所以上

設置 

●医療的ケア児等支援に関する協議の場の設置及び医療的ケア児等に関するコーディ

ネーターの配置 

●障害児及びその家族への伴走的な相談支援体制の構築及び関係機関との連携体制の

確保 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

重症心身障害児を支援す

る児童発達支援事業所お

よび放課後等デイサービ

ス事業所の確保 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支

援事業所、放課後等デイサービス事業所を１

か所確保 

児童発達支援事業所 

２か所 

放 課 後 等 

デイサービス事業所 

６か所 

 

医療的ケア児等支援に関

する協議の場の開催回数 
協議の場の開催回数 ９回  

医療的ケア児等に関する

コーディネーターの配置 
コーディネーターの配置 １人  

伴走的な相談支援体制の

構築及び関係機関との連

携体制の確保 

相談支援に携わる者の専門性向上や地域ネ

ットワーク構築のための部会開催回数 
３回  

 

障害児支援については、障害のあるこどもや発達に支援を必要とするこどもが、身近な地域で適

切な支援を受けながら成長できるよう、支援体制の充実が求められています。 

国の基本指針では、児童発達支援センターの中核的機能の確保、地域におけるインクルージョンの

推進、重症心身障害児、医療的ケア児、強度行動障害の状態にある児等への支援体制の整備、伴走

的な相談支援体制の構築、関係機関との連携体制の確保等が示されています。 

 本市では、児童発達支援センターを中心に関係機関と連携し、障害児およびその家族に寄り添っ

た切れ目のない支援体制の整備を進めます。 
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（５）地域生活支援の充実 

国の 

基本指針 

●各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーターの

配置などによる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年

１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証・検討する 

●強度行動障害を有する者に関し、各市町村又は圏域において支援ニーズを把握

し、支援体制の整備を進める 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

地域生活支援拠点等の整備 湖南福祉圏域に整備 29 か所  

地域生活支援拠点にかかる運

用状況の検証および検討の会

議回数 

運用状況に係る検証・検討会議

回数 
２回  

強度行動障害のある人の支援

体制に関する部会の開催回数 

強度行動障害のある人の支援体

制に関する部会の開催回数 
 ６回    

 

障害のある人が、住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、相談、緊急時の対応、地域

移行の支援、体験の機会・場の確保等を含めた地域生活支援体制の充実が求められています。 

国の基本指針では、各市町村における地域生活支援拠点等の整備に加え、コーディネーターの配

置等による効果的な支援体制や緊急時連絡体制の構築、年 1回以上の運用状況の検証・検討が示さ

れています。また、強度行動障害がある人について、支援ニーズを把握し、地域における支援体制

の整備を進めることとされています。 

本市では、これらを踏まえ、関係機関と連携しながら、地域生活支援拠点等の機能強化と、支援

を必要とする人が安心して地域生活を送るための体制整備を進めます。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

国の 

基本指針 

●各市町村（複数市による共同設置可）において、基幹相談支援センターを設置等 

●協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等 

●のぞまないセルフプラン(*1)解消に向けた支援の提供体制の構築 

(*1)「身近な地域に指定特定相談支援事業者又は指定障害児相談支援事業者がない場合にや

むを得ず作成されるセルフプラン」と定義されています。 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

基幹相談支援センターの設置 

基幹相談支援センターの設置およ

び地域の相談支援体制の強化を実

施する体制の確保 

１か所 

（二市合同） 
 

地域の相談支援体制の強化

（のぞまないセルフプラン

に解消に向けて） 

地域の相談支援事業者に対する訪

問等による専門的な指導・助言件

数 

115 件  

地域の相談支援事業者の人材育成

の支援件数 
６件  

地域の相談機関との連携強化の取

組の実施回数 
34 回  

協議会における個別事例の 

検討を通じた地域資源の開 

発・改善 

地域自立支援協議会の開催回数 ６回  

 

障害のある人やその家族が、地域で安心して生活できるよう、身近な相談窓口から必要な支援に

つながる相談支援体制の充実・強化が求められています。 

国の基本指針では、各市町村における基幹相談支援センターの設置等を進めるとともに、協議会

における個別事例の検討を通じて地域課題を把握し、サービス基盤の開発・改善につなげることが

示されています。 

本市では、これらを踏まえ、基幹相談支援センターによる地域の相談支援事業所に対する専門的

な指導・助言など相談支援体制の強化、関係機関との連携、協議会を活用した地域課題の把握・改

善を進めます。 
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（７）障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上 

 障害福祉人材の確保・定着に向け、「当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上」

を推進します。国や県と連携し、ICT 等テクノロジーの導入による業務の効率化や職員の

負担軽減を図り、利用者に寄り添う直接的な支援を充実させます。あわせて、市独自の就

職支援補助金等の活用により、多様な福祉人材の参入促進と定着を支援し、当事者視点に

立った質の高いサービスが安定して提供される体制を構築します。 

 

 

（８）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

国の 

基本指針 
●各都道府県及び各市町村において、サービスの質向上のための体制を構築 

 

項目 目標値の考え方 
令和７年度 

実績値 

令和 11 年度 

目標値 

障害福祉サービス等に係

る各種研修の活用 

都道府県が実施する障害福祉

サービス等に係る研修の参加

や都道府県が市町村職員に対

して実施する研修の参加人数 

３人  

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結

果の共有 

障害者自立支援審査支払等シ

ステム等での審査結果を分析

してその結果を活用し、事業

所や関係自治体等と共有する

体制の有無及びそれに基づく

実施回数 

28 回  

 

国の基本指針では、令和 11 年度末までの目標として、各都道府県及び各市町村において、障害

福祉サービス等の質の向上を図るための体制を構築することが示されています。 

本市では、担当職員の各種研修への参加を促進するとともに、障害者自立支援審査支払等システ

ムによる審査結果を分析・活用し、事業所や関係自治体等との情報共有を図ることで、サービスの

質の向上に取り組みます。 
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用 語 解 説 

あ行 

医療的
いりょうてき

ケア児
  じ

等
とう

 

コーディネーター 

医療的ケア児に対する支援について、多分野にまたがる利用を総合的に調整し、医療的ケア児等

に対する支援のための地域づくりを推進する職種。 

インクルージョン

推進
すいしん

 

障害のあるこどもが、地域の保育所、認定こども園、幼稚園、学校、放課後児童クラブ等で、他の

こどもと共に育ち、地域社会に参加できるよう支援する取組。児童発達支援センターの中核的機

能の一つとして位置付けられている。 

か行 

基幹
き か ん

相談
そうだん

支援
し え ん

セ  

ンター 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として総合的・専門的な相談支援の実施や地

域の相談支援体制の強化の取組、自治体と協働した協議会の運営などによる地域づくりの取組

などを行う。 

強度
きょうど

行動
こうどう

障害
しょうがい

 

環境への著しい不適応状態で、激しい不安・興奮・混乱などを示し、結果的には多動・疾走・奇声・

自傷・固執・強迫・攻撃（噛み付きなど）・不眠・拒食・多食・多飲などの行動が、日常生活の中で高

い頻度と強い程度で出現し、現在ある通常の療育環境では適切な対応が著しく困難な場合を指

す。 

さ行 

就労
しゅうろう

選択
せんたく

支援
し え ん

 
障害のある人が、自分に合った「働き方」や「就労先」を選べるよう、本人の希望、就労能力、適性

等を把握・整理し、本人と協同してアセスメントや情報提供を行う新たな障害福祉サービス。 

就労
しゅうろう

定着
ていちゃく

支援
し え ん

 

障害のある人が一般企業等に就職した後、働き続けられるように支援する障害福祉サービス。就

労に伴って生じる生活面・社会生活面の課題について、本人、企業、関係機関との連絡調整、相

談、助言等を行う。 

障害者
しょうがいしゃ

自立
じ り つ

支援
し え ん

審査
し ん さ

支払
しはらい

等
とう

セス  

テム 

障害福祉サービス等の給付費について、事業所からの請求を国保連合会等で受け付け、審査・支

払事務を行うためのシステム。現在の制度名称との関係では「障害者総合支援給付審査支払等

システム」等として説明される資料もある。請求情報の受付、一次審査、自治体による二次審査、

支払、統計処理等に関わる。 

障害児通所
しょうがいじつうしょ

支援
し え ん

 
障害のある児童や発達に支援が必要な児童が、通所により発達支援等を受けるサービスの総

称。代表的には、児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援などが含まれる。 
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児童
じ ど う

発達
はったつ

支援
し え ん

セ  

ンター 

障害のあるこども等が、保護者のもとから通い、日常生活における基本的な動作の指導、知識・

技能の付与、集団生活への適応のための支援などを受ける施設。あわせて、地域の障害児支援

の中核的な役割を担い、家族や地域の障害児通所支援事業所等に対して、相談、専門的助言、必

要な援助を行う。 

 ーパーバイズ・

コンサルテースョ

ン 

児童発達支援センター等が、地域の障害児通所支援事業所などに対して、専門的な助言・援助、

研修、事例検討、困難ケースへの助言等を行い、地域全体の支援の質を高める機能。 

た行 

地域
ち い き

移行
い こ う

 

障害のある人が、施設や病院での生活から、本人が希望する地域での生活へ移っていくこと。制

度上は「地域移行支援」として、障害者支援施設・精神科病院等に入所・入院している障害者に対

し、住居の確保や地域生活への移行に向けた相談・同行支援・関係機関調整等を行うサービスが

ある。 

地域
ち い き

包括
ほうかつ

セケ ア ス

 テム 

主に、介護・高齢者福祉分野で進められている取組であるが、高齢者だけでなく、子育て世帯、障

害のある人を含むその地域に暮らすすべての人が、住み慣れた地域で自分らしい誠意克を持続

できるよう、「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「予防・保健」「生活支援・福祉サービス」「住

まいと住まい方」といった５つの分野からの支援を一体的に提供する仕組みのこと。 

は行 

伴走的
ばんそうてき

セ  相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

 

困りごとを一度相談して終わりにするのではなく、本人や世帯の状況に継続的に関わり、必要な

支援や地域とのつながりを一緒に作っていく相談支援の考え方。課題解決だけでなく、「つなが

り続けること」を重視する支援体制として説明される。 

 

 


